
第１章 はじめに

１-１． 佐倉市上下水道ビジョン２０２４とは

佐倉市の水道事業は、昭和３１年度の供用開始から令和５年度で６７年が経過、下
水道事業は昭和４２年度の供用開始から令和５年度で５６年が経過し、ともに施設の
老朽化が進んでいます。また、水道・下水道施設の維持管理・更新においては、東日
本大震災や昨今のゲリラ豪雨等を踏まえ、災害・危機に耐え得る強い施設にしていく
必要があるため、今後、老朽化・耐震化対策や浸水対策に多額の費用がかかることが
見込まれます。
一方で、水道料金・下水道使用料収入は、人口減少や節水機器の普及などによる減

少傾向が見込まれるため、今後の財政運営はより一段と厳しいものになっていくこと
が想定されます。
本市では、このような佐倉市の水道事業・下水道事業が抱える経営課題に対して、

目指すべき将来像を設定するとともに、将来像を実現するための各種取り組み等を整
理する計画として、平成２８年３月に「佐倉市上下水道ビジョン」を策定しました。
『快適な暮らしを未来につなぐ佐倉の上下水道』という当ビジョンの基本理念のも

と、業務効率化による経費削減や適切な水道料金・下水道使用料の改定等を実施し、
持続可能な事業運営の実現に努めてきたところですが、ビジョン策定から７年が経過
し、佐倉市の水道事業・下水道事業を取り巻く環境も大きく変化していることから、
現状分析と将来の事業環境の予測を踏まえて改めて課題を確認し、今後の取り組みを
整理するため、新たに「佐倉市上下水道ビジョン２０２４」として見直しました。

佐倉市水道事業・下水道事業の課題

＜水需要の減少＞

＜施設の老朽化＞ ＜災害対策・危機管理の強化＞

「佐倉市上下水道ビジョン」

「佐倉市上下水道ビジョン２０２４」

（目的）

（目的）
・将来像の実現に向けた各種取り組みの整理

・佐倉市水道事業・下水道事業の目指すべき将来像の設定

・佐倉市水道事業・下水道事業を取り巻く環境の変化の反映

・経営課題の再確認と各種取り組みの再整理

図１-１ 佐倉市上下水道ビジョンの策定及び見直しの主な目的
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１-2．本ビジョンの位置づけと計画期間

本ビジョンは、厚生労働省による「新水道ビジョン１」（平成２５年３月策定）、
国土交通省による「新下水道ビジョン２」（平成２６年７月策定）において策定が推
奨されている水道・下水道事業体による長期ビジョンとして位置づけられるものです。
また、本ビジョンは、千葉県や印旛広域水道用水供給事業における関連計画等との

整合を図りつつ、「第５次佐倉市総合計画３」に基づく水道・下水道分野の長期の個
別計画として策定するものです。さらに、佐倉市水道事業・下水道事業において策定
される各種計画をとりまとめる計画でもあります。
加えて、令和３年３月に策定した「佐倉市上下水道事業 投資・財政計画４」と本

ビジョンとを一体化させることで、本市における「経営戦略５」を構成しています。

図１-２ ビジョンの位置づけ

佐倉市上下水道ビジョン
２０２４

＜厚生労働省※＞
新水道ビジョン

・印旛広域水道用水
供給事業

水道事業・下水道事業の各種計画

＜国土交通省＞
新下水道ビジョン

本ビジョンの計画期間は、「第５次佐倉市総合計画」との整合を図るため、令和６
年度から令和１３年度までの８年間とします（令和６年度は中期基本計画の初年度に
あたり、令和１３年度は後期基本計画の最終年度にあたります）。

第５次佐倉市総合計画第４次佐倉市総合計画

平成28年4月

策定を
推奨

令和5年度 令和9年度 令和13年度

佐倉市上下水道ビジョン２０２４佐倉市上下水道ビジョン

前期基本計画 中期基本計画 後期基本計画

図１-３ ビジョンの計画期間

１水道の理想像とともに、目指すべき方向性や実現方策、関係者の役割分担等を示したもの
２下水道の使命・長期ビジョン及び長期ビジョンを実現するための中期計画を示したもの
３佐倉市の将来像とそれをめざすための基本的な施策を表したまちづくりの根幹を担う最上位計画
４佐倉市の水道料金・下水道使用料収入や施設の更新費用等の見通しを見える化し、透明性の高い適時
適正な経営改善の実施によって、持続可能な事業を構築することを目的に策定された計画
５公営企業の中長期的な経営の基本計画で、総務省が令和２年度までの策定を求めたもの

経営戦略
佐倉市上下水道事業
投資・財政計画

令和元年度

連携

第５次佐倉市総合計画

・千葉県

関連計画
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(注)本ビジョンの図表における「年度」とは、全て『年度末』を示します。

※令和６年度より、水道の整備や管理に関する業務は「国土交通省」に、水道の水質に関する業務は「環境省」に
移管されることとなりました。



第２章 水道・下水道事業の現状

2-１． 水道事業の沿革と概要

佐倉市水道事業の前身は、昭和初期に旧佐倉町を中心に営まれた私営水道で、佐倉
市が創設されるまでの約３０年間に亘り、佐倉町民に生活用水を供給してきました。
昭和２９年３月、町村合併により、佐倉町・臼井町・根郷村・和田村・弥富村・志

津村の２町４村が合併し、人口３５，１９６人の佐倉市が誕生しました。
この頃から公営水道設置の要望が高くなり、昭和３１年３月に佐倉市水道事業の認

可申請を行い、公営企業部を設置。同年１１月１日に前述の水道施設を買収して佐倉
市水道事業として給水を開始しました。
その後、第１次から第７次（変更）の拡張事業認可を経て、現在まで給水を継続し

ています。なお、現在の事業認可内容は、佐倉市全域を給水区域に設定し、計画給水
人口１９６，０００人、１日最大配水量８４，５００㎥となっています。
また、昭和６２年５月には浄水方法の変更認可を受け、従前から給水区域内で発生

が相次いでいた濁り水６の対策として、各浄水場に除鉄・除マンガン装置を設置して
います。
平成２３年３月１１日の東日本大震災においては、致命的な施設の損傷は無かった

ものの、印旛広域水道用水供給事業７からの受水が送水管の漏水補修のために長時間
停止し、加えて南部浄水場系水源井戸の長時間の停電によって地下水の汲み上げもで
きず、断水を余儀なくされました。
このことを教訓とし、停電対策として、南部浄水場・志津浄水場に蓄電設備を備え

た配水ポンプの整備や、水源井戸に非常用発電機の設置を行いました。
このほか、衝撃に弱いとされている石綿セメント管（延長２１４ｋｍ）をより耐震

性の高い管に替えるため、以前から進めていた改修工事が平成２４年７月に完了して
います。
平成２６年４月１日からは、佐倉市下水道事業が公営企業８に移行したことを受け、

組織を統合し、上下水道部を発足しました。

（１） 水道事業の沿革

６塩素による地下水の消毒過程で酸化し水道管内に付着していた鉄やマンガンのミネラル成分が、水道
水の流速や流向の変化等によって剥がれ落ち、赤く濁った水として排出される現象
７印旛郡市広域市町村圏事務組合が実施する水の卸売り事業。一般家庭に直接ではなく、印旛地区にお
ける７市１町１企業（成田市、佐倉市、四街道市、八街市、印西市、白井市、富里市、酒々井町、長
門川水道企業団）へ水道水を供給している。
８水道事業、下水道事業、病院事業、ガス事業など、地方公共団体が経営する企業

図２-１ 旧・佐倉市水道事業事務所 図２-２ 完成間近の南部浄水場配水池
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佐倉市南部浄水場

佐倉市志津浄水場

佐倉市上座浄水場

送水管

〃 （計画中）

①～⑭、 供給地点

※千葉県水道局施設

導水管 送水管

図２-４ 印旛広域水道用水供給事業における送水系統図

（出典）印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業部「送水系統図」を一部修正
https://www.i-kouiki.jp/kouiki-w/data/sousuikeitouzu7.pdf

（２） 水道事業の概要

① 水源から給水までの流れ

佐倉市水道事業では、自己水源として井戸を保有しており、汲み上げた地下水を塩
素消毒や除鉄・除マンガン処理によって浄水し、水道水として利用しています。
この地下水のみでは必要な水量に満たないため、印旛広域水道用水供給事業から水

道水を購入（受水）し、浄水場の配水池で地下水と混合した上で、佐倉市の水道水と
して市内各地に供給しています。

図２-３ 水道事業における取水から給水の流れ

鉄・ﾏﾝｶﾞﾝ 除去塩素消毒

＜配水池＞＜井戸＞ ＜給水装置＞自
己
水
源

受
水

＜河川・湖沼＞

印旛広域水道用水供給事業
地下水 約52％

受水 約48％

※令和4年度
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② 水源状況

令和４年度現在、佐倉市の水道水は、約５割が自己水源の井戸から汲み上げた地下
水、残り約５割が印旛広域水道用水供給事業からの受水で構成されています。
このうち地下水については、地盤沈下防止の観点から千葉県環境保全条例９によっ

て厳しい規制を受けており、井戸の本数や汲み上げ量が制限されています。
当市を含む印旛郡市は、昭和４９年から全域が「地下水採取規制区域」に指定され、

地下水に替わる新たな水源を確保しなければならない状況となったため、国が進める
ダム事業（奈良俣ダム、八ッ場ダム、霞ケ浦導水１０）に全市町が一致協力して参画
しています。
これまで「他の水源の確保が著しく困難な場合に限り」、暫定的に井戸の利用が許

可されてきましたが、これらダム事業の完成によって新たな水源が確保できつつある
ことから、今後は条例に則り、井戸からの地下水の汲み上げ量を削減していかざるを
得ない状況です。

（出典）印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業部 「水源図」を一部修正
https://www.i-kouiki.jp/kouiki-w/data/suigenzu.pdf

図２-５ 印旛広域水道用水供給事業における水源図

９生活環境の保全等に関する施策や規制等を計画的に推進することを主な目的とする条例。地盤沈下及
び地下水位の著しい低下のおそれがあると認められる地域を「地下水採取規制地域」として定めてお
り、指定地域内における地下水採取は知事の許可が必要となる。
１０霞ヶ浦と那珂川、霞ヶ浦と利根川をそれぞれ地下トンネルで結ぶ水路。霞ヶ浦や桜川等の水質浄化、
那珂川や利根川の流水の正常な機能の維持、都市用水の確保等を目的とする。

八ッ場ダム
令和２年 完成

奈良俣ダム
平成３年 完成

霞ヶ浦導水
令和12年完成予定
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給水人口の実績は、平成２３年度をピークに緩やかな減少傾向で推移しています。
人口の減少に伴い総配水量も同様に減少しており、平成２３年度と直近の令和４年

度を比較すると、約３.４％（６２０,１５１㎥）の減少量となっています。
なお、令和２年度に傾向が大きく変化しているのは、新型コロナウイルス感染症の

拡大に伴う生活様式の変化によって家庭用水量の需要が増加したことによるものです
が、令和４年度には従前の傾向に戻っています。

（２） 水道事業の概要

③ 給水人口と総配水量
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図２-６ 給水人口と総配水量
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佐倉市の水道水は、自己水源（井戸）からの取水と印旛広域水道用水供給事業から
の受水を混合しています。
令和２年度に八ッ場ダムの稼働が開始されたことに伴い受水量が増加し、全体に占

める受水量の割合は約５割まで増加しています。

④ 取水量と受水量
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図２-７ 取水量と受水量
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水道事業は独立採算の原則のもとに運営されており、施設の更新や維持管理に必要
な経費の多くは水道料金で賄われています。本市では、全国の同規模（給水人口１５
万人～３０万人）事業体と比較して企業債１１の借入残高が非常に少ない健全な経営
状況を維持し、平成１３年度の実施以降、２０年以上に亘って水道料金の改定を行わ
ず事業を運営してきました。
しかしながら、人口減少に伴う収入減や水道施設の耐震化・老朽化対策費用の増加、

八ッ場ダム１２の稼働開始に伴う受水費の増加など、様々な経営課題を抱えるように
なり、持続可能な水道事業を構築するため、令和４年度に水道料金を改定しました。
当改定は、利用者の急激な料金負担増を避けるため、水道事業が保有する現金預金

を活用して大幅値上げを回避する方策を取ったことから、料金改定後も供給単価１３

（１９０.４１円）は給水原価１４（２０７.６４円）を下回っている状況です。
今後も財政指標や現金預金残高の推移を注視し、事業の効率化に努めるとともに、

適時適正な料金の見直しを実施していく必要があります。

⑤ 経営状況

分析項目※ 令和４年度 算 式

経
営
の
健
全
性
・効
率
性

１．経常収支比率（％） 103.91 （経常収益÷経常費用）×１００

２．流動比率（％） 887.07 （流動資産÷流動負債）×１００

３．企業債残高対
給水収益比率（％）

45.56 （企業債現在高合計÷給水収益）×１００

４．料金回収率（％） 91.70 （供給単価÷給水原価）×１００

５．給水原価（円） 207.64 （経常費用－長期前受金戻入）÷年間総有収水量

６．施設利用率（％） 75.17 （一日平均配水量÷一日配水能力）×１００

７．有収率（％） 94.46 （年間総有収水量÷年間総配水量）×１００

図２-８ 現金預金残高と当年度純利益の推移

表２-１ 水道事業の財務指標

※市町村公営企業決算「経営比較分析表」を参照
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１１地方公営企業が施設の建設・改良等に要する事業費に充てるために借り入れる資金
１２首都圏を含む利根川下流部への洪水調節や水道及び工業用水の補給、吾妻川の流水の正常な機能の
維持と増進、水力発電等を目的に建設された重力式コンクリートダム（令和２年３月完成）
１３水道水１㎥当たりの販売単価
１４水道水１㎥当たりの製造単価
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第７次拡張事業により整備・拡充された浄水場で、昭和５８年から給水を開始しま
した。主として志津地区北部及び臼井地区北部とその周辺部に給水しています。

<上座浄水場＞

図２-９ ３浄水場の位置と外観

第６次及び第７次拡張事業により整備された浄水場で、昭和４８年に給水を開始し、
昭和６０年からは、印旛広域水道用水供給事業より受水を開始しました。主として佐
倉地区及び４つの工業団地が立地する根郷地区とその周辺部へ給水しています。

<南部浄水場＞

⑥ 水道施設

第５次拡張事業により建設された浄水場で、昭和４４年に給水を開始し、昭和６１
年からは、印旛広域水道用水供給事業からの受水を開始しました。一部を上座浄水場
に送水するとともに、主として志津地区南部及び千代田地区に給水しています。

<志津浄水場＞

志津浄水場

上座浄水場

南部浄水場

③南部浄水場
給水能力 25,000m3/日
敷地面積 12,770m2

①志津浄水場
給水能力 25,900m3/日
敷地面積 12,624m2

②上座浄水場
給水能力 12,790m3/日
敷地面積 8,860m2

佐倉市上下水道部

３

２

１
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佐倉市に布設されている水道管（導水管・送水管・配水管）の総延長は、令和４年
度末時点で約８２５ｋｍあります。
水道事業の供用開始から６０年以上が経過しており、法定耐用年数１５を超過した

水道管の総延長に占める割合（管路経年化率）は、令和４年度末で約１５％となり、
年々増加しています。

<水道管＞

図２-１０ 布設年度別水道管延長

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

総延長 管路経年化率

総
延
長
（km）

管
路
経
年
化
率
（％）

図２-１１ 総延長と管路経年化率の推移

１５構築物・管路施設・機械設備・電気設備などの資産価値を償却するための年数を定めたもの。
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2-２． 下水道事業の沿革と概要

佐倉市では、昭和４１年度に印旛沼の水質汚濁防止と生活環境の改善を目的に、単
独公共下水道として、計画処理面積２００ｈａの規模で下水道事業に着手しました。
その後、昭和４６年度からは印旛沼流域関連公共下水道として、４４１．５ｈａの

認可を受け整備に着手し、平成３年には住居系市街化区域の整備がほぼ完了に至った
ことから、平成４年度からは市街化調整区域の整備に着手しています。
なお、昭和４６年度に事業認可を取得して以降、計２５回の変更を行っており、現

在では計画区域を２，８２２ｈａまで拡大しています。
平成２６年４月１日からは地方公営企業に移行し、佐倉市水道事業と組織を統合し、

上下水道部を発足しました。

（１） 下水道事業の沿革

１６雨水管と汚水管を埋設し、汚水は処理場で処理し、雨水は海・河川・湖沼等に放流する処理方式。
一方、汚水と雨水を一つの下水道管に集め、処理施設に送る方式を「合流式」という。

図２-１３ 佐倉市下水道事業における印旛沼流域下水道を介した汚水処理のルート図

図２-１２ 佐倉市下水道事業における汚水・雨水の流れ

汚水

雨水

・汚水管
・ポンプ場

・雨水管
・Ｕ字溝

印旛沼流域下水道 東京湾

印旛沼

（汚水処理）

印旛沼流域下水道 東部幹線ルート図

東京湾

佐倉市の下水道は、汚水（生活排水や工場排水等）と雨水を別々に処理する分流式
１６を採用しており、佐倉市で排出された汚水は、汚水管を通じて印旛沼流域１３市
町を対象とする印旛沼流域下水道に集められ、花見川終末処理場（千葉市美浜区磯
辺）及び花見川第二終末処理場（千葉市美浜区豊砂、習志野市芝園）で浄化された後、
東京湾に放流されます。
一方、佐倉市の道路や宅地に降った雨水は、Ｕ字溝から雨水管を通り、市内を流れ

る河川に放流され、その多くが印旛沼へ流れ着きます。

（２） 下水道事業の概要

① 排水から処理までの流れ

河川
（一部、東京湾）
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処理区域内人口１７及び水洗便所設置済人口１８の実績は、平成２５年度をピークに
緩やかな減少傾向で推移しています。
総処理水量も同様に減少傾向で推移していましたが、新型コロナウイルス感染症の

拡大に伴う家庭からの汚水量の増加等によって、令和２年度の実績はピーク時（平成
２２年度）とほぼ同じ水準となりました。
しかし、令和２年度の状況は一時的なもので、その後は人口減少等の影響による減

少傾向が続いています。

② 処理区域内人口・水洗便所設置済人口と総処理水量

図２-１４ 総処理水量と処理区域内人口・水洗便所設置済人口の推移

総
処
理
水
量
（㎥）

下水道で処理した汚水のうち、下水道使用料収入算定の対象となる有収水量は、平
成２２年度をピークに減少傾向にあります。総処理水量と同様、新型コロナウイルス
感染症拡大に伴う影響等によって、令和２年度に一時的な増加が見られます。
また、年間の総処理水量に対する有収水量の比率である有収率は、８０％程度で推

移しています（汚水管へ流入した雨水等の「不明水」と呼ばれる水量が要因で、総処
理水量は有収水量より多くなります）。

③ 有収水量と有収率

有
収
率

（％）

有
収
水
量

（㎥）

図２-１５ 有収水量と有収率の推移
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１７公共下水道が供用開始され、汚水を終末処理場で処理することができる地域（処理区域）の人口
１８処理区域内人口のうち、水洗便所を設置・使用している人口
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下水道事業は、独立採算の原則のもとに運営されており、汚水処理に係る施設の更
新や維持管理に必要な経費の多くは下水道使用料で賄われています。また、雨水につ
いては、一般会計からの繰入金や国からの補助金を財源として整備を実施しています
（雨水公費・汚水私費の原則）。
本市では、平成６年度の実施以降、２０年以上に亘って下水道使用料の改定を行わ

ず事業を運営してきましたが、平成２６年度に公営企業会計に移行したことで、財務
体質の問題点が浮き彫りとなりました。加えて、人口減少に伴う収入減や下水道施設
の耐震化・老朽化対策費用の増加といった様々な経営課題を抱えていたことから、持
続可能な下水道事業を構築するため、平成２９年度に下水道使用料を改定しました。
当改定により財務体質は改善され、令和４年度の使用料単価１９（１３５.８５円）

は、汚水処理原価２０（１１８.８２円）を上回っています。
使用料改定後、国土交通省の推進に基づくストックマネジメント２１計画の導入で

建設改良事業費の削減・平準化が図られたこともあって、現金預金残高は増加傾向を
示しており、今後想定される中継ポンプ場の大規模改築等に備えています。

④ 経営状況

分析項目※ 令和４年度 算 式

経
営
の
健
全
性
・効
率
性

１．経常収支比率（％） 114.18 （経常収益÷経常費用）×１００

２．流動比率（％） 1,088.59 （流動資産÷流動負債）×１００

３．企業債残高対
事業規模比率（％）

108.04 企業債現在高合計 — 一般会計負担額
営業収益－ 雨水処理負担金

４．経費回収率（％） 114.33 （下水道使用料÷汚水処理費）×１００

５．汚水処理原価（円） 118.82 汚水処理費÷年間有収水量

６．水洗化率（％） 98.34 （水洗便所設置済人口÷処理区域内人口）×１００

図２-１６ 現金預金残高と当年度純利益の推移

表２-２ 下水道事業の財務指標

※市町村公営企業決算「経営比較分析表」を参照

現
金
預
金
残
高

（億円）

当
年
度
純
利
益

・

0

5

10

15

20

25

30

現金預金残高 当年度純利益

１９有収水量１㎥あたりの下水道使用料収入
２０有収水量１㎥あたりの汚水処理費（汚水に係る維持管理費及び資本費）
２１従来のように施設毎ではなく、下水道施設全体の中長期的な施設状態を予測しながら、維持管理・
改築を一体的に捉えて計画的・効率的に管理する手法。具体的には、下水道施設全体の点検・調査結
果からリスク評価を行い、優先順位が高い箇所に絞って改築や修繕を実施していく。

×１００

(注)公営企業会計が導入された
平成２６年度から掲載。
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⑤ 下水道施設

佐倉市には、市内６箇所の中継ポンプ場があります。勾配による自然流下で汚水を
流す下水道管は、埋設される場所が地下深くなると、工事費が膨れ上がり、維持管理
も困難になります。そのため、管路の途中に設けた中継ポンプ場で汚水を地表近くま
で一旦汲み上げ、再び自然流下させています。
また、中継ポンプ場より小規模ですが、同様の役割を果たす施設としてマンホール

ポンプがあり、市内のマンホールのうち４９箇所に設置されています。

<中継ポンプ場・マンホールポンプ＞

図２-１７ 下水道主要施設図と各中継ポンプ場の外観

１ ２ ３

４ ５ ６

②志津中継ポンプ場

⑤西志津中継ポンプ場

①井野中継ポンプ場

⑥六崎中継ポンプ場

坂戸農業集落排水

③岩名中継ポンプ場

６

佐倉市上下水道部

④臼井中継ポンプ場
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佐倉市の下水道は分流式を採用しており、汚水管と雨水管を個別に管理しています。
令和４年度末時点の汚水管延長は約６４７ｋｍ、雨水管延長は約１７７ｋｍで、下水
道管の総延長は約８２４ｋｍとなります。
下水道事業の供用開始から５０年以上が経過しており、法定耐用年数を超過した下

水道管の総延長に占める割合（管渠老朽化率）は、令和４年度末で約２％となり、増
加傾向にあります。

<下水道管＞

総
延
長
（km）

管
渠
老
朽
化
率
（％）

図２-１９ 総延長と管渠老朽化率
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下水道施設の中で一番身近なマンホール。
より多くの方々に下水道について関心を持ってもらうため、

「佐倉市と学校法人女子美術大学との連携共働に関する協定
２２」に基づき、女子美術大学との連携でデザインマンホー
ルを制作し、市内各所に設置しています。

◆番外 <デザインマンホール＞

図２-２０ ﾃﾞｻﾞｲﾝﾏﾝﾎｰﾙ

２２歴史的に深いつながりのある佐倉市と女子美術大学がこのつながりを現在に活かすため、教育、文
化、まちづくり等の分野で相互に協力し、地域社会の発展と人材育成に寄与することを目的に、平成
２４年に締結したもの

図２-１８ 布設年度別下水道管延長
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2-３． 上下水道部の組織体制

佐倉市上下水道部の組織は、佐倉市上下水道事業管理者、上下水道部長のもとに、
経営企画課、水道課、下水道課の３課８班により構成され、佐倉市水道事業及び佐倉
市下水道事業を運営・管理しています。

（管理者は含めず）

表２-３ 上下水道部年齢別職員構成（令和５年３月３１日時点）

佐倉市上下水道事業管理者

上下水道部長

経営企画課水道課 下水道課

建

設

班

給

水

班

水
道
施
設
班

財

務

班

総

務

班

管

渠

班

計

画

班

下
水
道
施
設
班

図２-２１ 組織図（令和５年３月３１日時点）

区 分 事 務 職 員 技 術 職 員 合 計

年 齢 区 分 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

20歳未満

20歳以上 25 〃

25 〃 30 〃 1 5.3 5 18.5 6 13.0 

30 〃 35 〃 4 14.8 4 8.7 

35 〃 40 〃 2 10.5 6 22.2 8 17.4 

40 〃 45 〃 1 5.3 1 3.7 2 4.3 

45 〃 50 〃 2 10.5 3 11.1 5 10.9 

50 〃 55 〃 8 42.1 5 18.5 13 28.3 

55 〃 60 〃 3 15.8 1 3.7 4 8.7 

60 〃 2 10.5 2 7.4 4 8.7 

合 計 19 100.0 27 100.0 46 100.0

平 均 年 齢 51.3歳 42.3歳 45.6歳
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１. 危機管理体制の強化

2-４． 施策の進捗状況と評価・分析

佐倉市上下水道部は、平成２８年３月に策定した「佐倉市上下水道ビジョン」の基
本方針に基づき、水道事業・下水道事業を運営してきました。
本節では、課題の再確認や施策体系の見直しに向けて、これまでの各施策の取組内

容や実施状況について整理し、それらの評価・分析を行います。

図２-２２ 佐倉市上下水道ビジョン（平成２８年３月）における施策体系
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基本理念 基本方針 基本施策 具体施策

１. 安全・安定給水の確保

２. 公共用水域の水質保全の促進

３. 浸水対策（雨水）の推進

４. 環境対策の推進

１. 水道施設の更新・耐震化

１. 経営基盤の強化

重
点

重
点

重
点

重
点

ⅰ.水道水の安全確保

ⅱ.安定給水の確保

ⅲ.水道施設の適切な維持管理

ⅰ.生活排水対策の推進

ⅱ.計画的な汚水処理

ⅲ.下水道施設の適切な維持管理

ⅰ.浸水対策の推進

ⅰ.環境対策の推進

ⅰ.水道管の更新・耐震化

ⅱ.施設の更新・耐震化

ⅲ.耐震化計画の適時適正な見直し

ⅳ.施設規模の最適化

２. 下水道施設の更新・耐震化
重
点

ⅱ.施設の更新・耐震化

ⅳ.施設規模の最適化

ⅰ.下水道管の更新・耐震化

ⅲ.計画的な耐震化の促進

３. 災害に強い水道システムの構築
ⅰ.水道管の配水ブロック化の推進

ⅱ.非常時バックアップ施設の検討

２. 非常時給水の確保

ⅰ.平時からの備えの充実

ⅱ.連携体制の強化

ⅰ.非常時給水の確保

ⅰ.持続可能な料金・使用料等の確保

ⅱ.効率的な事業運営の推進と組織力の強化

ⅲ.適切な資産管理

ⅳ.施設規模の最適化（再掲）

２. お客様との
コミュニケーションの充実

ⅰ.広報広聴活動の推進

ⅱ.お客様の利便性向上

３. 連携による経営改善
ⅰ.官民連携による経営改善

ⅱ.広域連携の調査研究

経
営
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(１) 水循環
１. 安全・安定給水の確保

ⅰ. 水道水の安全確保

具体的な
取り組み

・水安全計画２３の策定
・信頼性の高い水質検査体制の維持
・直結給水２４の導入可能性検討
・小規模貯水槽の適正管理の支援

これまでの
取組状況

・水安全計画を策定し、定期的にレビュー（確認・改善）を実施
・水質検査計画２５を策定し、水道法の規定に基づき、水質基準項目の検査を実施
・市内均一で直結給水に対応可能か検討するため、水圧調査を実施
・広報誌や公式ホームページを通じて、小規模貯水槽の年１回以上の定期的な清掃・
検査の周知や業者の紹介を行い、適正管理を支援

評価・分析
・水質検査体制を含め、佐倉市の水道水の安全性は高水準で確保されています。
現在の取り組みを継続することで、今後も十分に安全性を確保可能です。

ⅱ. 安定給水の確保

具体的な
取り組み

・水源の確保と計画的な受水管理
・安定水源の確保
・水道未普及地域への給水検討

これまでの
取組状況

・印旛広域水道用水供給事業より、水需要予測に基づく必要量の水道水を受水し、
自己水源（井戸）に代わる表流水源を確保
・適正な受水単価に向けた検討を実施し、受水費増加を抑制
・要望があった水道未普及地域に対し、接続要望の割合や費用対効果を勘案した
給水検討を実施

評価・分析

・令和４～５年度に受水単価の見直しが実現し、八ッ場ダム稼働開始に伴う受水費
増加の影響を若干緩和することができました。今後、千葉県環境保全条例の規定
に則り、地下水の汲み上げ量が削減され、受水量の増加が見込まれることから、
受水単価の適正化の取り組みを継続する必要があります。

ⅲ. 水道施設の適切な維持管理

具体的な
取り組み

・漏水対策の推進
・浄水場の適切な維持管理
・水道管洗浄の推進
・水道施設管理システムの充実

これまでの
取組状況

・市内14,785箇所の弁栓調査を実施
・突発的に生じる公道漏水に迅速に対応
・浄水場・中継ポンプ場管理業務の包括委託を開始
・水道管洗浄の実施箇所の検討
・マッピングシステム等の新規導入に向けた調査・研究

評価・分析
・点検調査や修繕を行い、水道施設の維持管理に努めてきましたが、人口減少や
施設の老朽化が進む昨今、長寿命化による更新コストの抑制や事故の防止など、
適切な維持管理がもたらす効果の重要性がさらに高まっています。

２３水源から蛇口までのあらゆる過程において、水道水の水質に悪影響を及ぼす可能性のある全ての要
因（危害）を分析し、管理・対応する方法を予め定めるリスクマネジメント手法
２４配水池から送られてきた水道水を貯水槽を経由せずに蛇口まで直接給水すること。
２５水道法施行規則第15条第6項の定めにより、水道事業者が毎事業年度の開始前に策定することが義務
付けられている計画で、検査の地点・項目・頻度及び検査方法等を明記したもの
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2. 公共用水域の水質保全の促進

ⅰ. 生活排水対策の推進

具体的な
取り組み

・公共下水道未普及地域への対応検討
・効率的な汚水処理
・公共下水道の接続促進の強化
・排水規制（水質指導）の指導徹底

これまでの
取組状況

・合併処理浄化槽２６の設置や公共下水道への接続に対する助成制度を周知
・送煙調査２７の結果等に基づく不明水対策工事の実施
・市内53特定事業場への指導及び排水水質検査の実施

評価・分析
・事業費の高騰と人口減少が続く昨今、費用対効果の重要性が増しており、未普及
地域の整備については、今後も合併処理浄化槽の設置検討が基本となります。

ⅱ. 計画的な汚水処理

具体的な
取り組み

・汚水適正処理構想２８の進捗管理
・公共下水道事業計画等の適正化
・農業集落排水２９の公共下水道への接続検討

これまでの
取組状況

・合併処理浄化槽等を含めた汚水処理人口普及率は、ビジョン策定時の96.5％（平成
２７年度末）から97.1％（令和４年度末）にまで拡大
・千葉県が策定した上位計画である流域別下水道整備総合計画との整合を図るため
全体計画３０や事業計画３１、汚水適正処理構想の見直しを実施
・農業集落排水の接続実現に向けた一般会計との協議を実施

評価・分析
・汚水処理人口普及率の向上や中長期的なコスト削減のため、今後も各計画を適正
に管理し、農業集落排水を含め計画的な整備を継続する必要があります。

ⅲ. 下水道施設の適切な維持管理

具体的な
取り組み

・下水道管渠点検調査の充実
・中継ポンプ場等の維持管理
・集中監視システムの導入
・不明水対策の推進（取付管改修、周辺事業体と連携した対策等）

これまでの
取組状況

・佐倉市公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、マンホール・下水道管渠の点
検調査を実施
・浄水場・中継ポンプ場管理業務の包括委託を開始
・市内49箇所のマンホールポンプに遠隔監視装置、志津中継ポンプ場に中央監視設
備を導入し、令和元年度に集中監視システムの構築を完了
・取付管の調査・改修や、誤接続による汚水管への雨水流入の調査を実施

評価・分析

・集中監視システムの構築が完了したことで、マンホールポンプでトラブルが発生した
際に、より迅速に事態を把握して対応することが可能となりました。
・下水道施設全体の状況を考慮した計画的な改築・維持管理を行うため、今後もストッ
クマネジメント計画に基づく点検調査を着実に進める必要があります。

２６水洗トイレからの汚水(し尿)や台所・風呂等からの生活雑排水を微生物の働き等を利用して浄化し、
放流するための施設。下水道が整備されていない地域において設置が義務付けられている。
２７下水道管の不良や誤接続等の理由で雨水が入り込んでしまう箇所を確認するため、煙を流して確認
する調査手法
２８汚水処理施設の有する特性、経済性等を総合的に勘案した効率的かつ適正な整備手法により、地域
の実情に応じた汚水処理整備の実現に向けて、千葉県と連携して策定するもの
２９農村地域の生活環境向上や農業用水の水質保全などを目的に、し尿・生活雑排水等の汚水を下水道
管を通じて処理場に集め、汚水処理を行ったのち川に放流するための施設
３０将来の人口の増加・減少や財政収支の見込み等を考慮した長期的な下水道整備の実施計画
３１全体計画のうち、今後5～7年間で実施する予定の下水道施設の配置等を定める計画
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３. 浸水対策の推進

ⅰ. 浸水対策の推進

具体的な
取り組み

・計画的な雨水排水施設の改修、整備の実施
・雨水排水施設の適切な維持管理
・内水ハザードマップの見直しと公表
・雨水貯留浸透施設３２の普及促進

これまでの
取組状況

・令和元年度に策定した雨水管理総合計画３３に基づき、雨水排水施設の整備・改修
を実施
・雨水排水機能を維持するため、点検調査に基づいた清掃・修繕を実施
・国土交通省と千葉県が指定した「洪水浸水想定区域」と、千葉県が指定した土砂災
害警戒区域に基づき、佐倉市防災ハザードマップ３４を作成

評価・分析

・昨今の激甚化・頻発化する豪雨災害の状況を踏まえ、一般会計と連携し、雨水排水
施設の計画的な改修・整備による浸水対策を進める必要があります。
・補助金制度を通じた雨水貯留浸透装置等の普及促進など、市民が自ら行うことが
できる浸水対策を充実させる取り組みも重要です。

３２雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させる機能を有する排水施設であって、放流先の排出能力
に応じて適切に雨水を排出するために設置されるもの
３３下水道による浸水対策を計画的に進めることを目的に、当面・中期・長期にわたる下水道による浸
水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準、施設整備の方針等の基本的な事項を定めたもの
３４想定される最大規模の降雨によって、利根川、高崎川および印旛沼流域の河川が氾濫した場合に、
浸水の可能性がある市内区域と深さ等を表示したもの
３５電気設備のモーターの回転速度をコントロールするインバータの導入によって、必要な時に必要な
だけの電力で稼働し、余分なエネルギーの消費を抑える機能を搭載すること。

４. 環境対策の推進

ⅰ. 環境対策の推進

具体的な
取り組み

・エネルギー消費量の削減
・建設副産物のリサイクル
・健全な水循環づくりに向けた活動の推進
・環境に配慮したエネルギーの研究

これまでの
取組状況

・浄水場の電気設備改修に伴い、インバーター化３５を実施
・発生するアスファルト・コンクリート廃材や土砂について、リサイクルを原則として建
設改良工事を実施
・佐倉市をとりまく水循環に対する市民の意識啓発のため、浄水場や汚水処理施設
の見学会等を実施
・第二次佐倉市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）において設定した長期目標
（令和12年度までに上下水道部で再生可能エネルギー50kW）の達成に向けた研究
を実施

評価・分析
・原油価格高騰に起因する電気料金の値上げが続く昨今、エネルギー消費量の削減
等の環境対策は、財政面においても重要です。

図２-２３ 佐倉市防災ハザードマップ（北部・南部） 図２-２４ 雨水貯留施設
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(２) 強靭
１. 水道施設の更新・耐震化

ⅰ. 水道管の更新・耐震化

具体的な
取り組み

・水道管の更新・耐震化

これまでの
取組状況

・佐倉市水道施設耐震化計画３６に基づき、重要施設（病院・避難所等）に水を供給す
る水道管を優先に、更新・耐震化工事を実施
＜令和4年度末時点＞
重要施設までの水道管の耐震適合率 66％
全水道管の耐震適合率 46％
厚生労働省による基幹管路の耐震適合率 65％

評価・分析
・令和12年度までに「重要施設までの水道管」、令和37年度までに「全水道管」の耐震
化を完了するため、計画的に事業を進める必要があります。

ⅱ. 施設の更新・耐震化

具体的な
取り組み

・施設設備（浄水場等）の更新・耐震化

これまでの
取組状況

・佐倉市水道施設耐震化計画に基づき、更新基準に沿って経年化施設を更新

評価・分析
・各設備の状態を把握し、適切なメンテナンスを行うことで、更新費用の平準化を実現
しています。今後も、計画的に経年化施設の更新を進めます。

ⅲ. 耐震化計画の適時適正な見直し

具体的な
取り組み

・耐震化計画の適時適正な見直し

これまでの
取組状況

・４０年間の長期にわたる佐倉市水道施設耐震化計画を細分化した５ヵ年計画を策定
し、現状を踏まえた適正な見直しを実施

評価・分析
・これまでと同様に、順次５ヵ年計画を策定するなかで、工事の進捗状況や財政状況
を踏まえた見直しを図り、適正な計画のもとに耐震化を推進します。

３６今後起こり得る首都直下地震などの大規模地震に備えるため、佐倉市地域防災計画を基にした水道
施設の被害想定や飲料水・医療用水・生活用水確保のための応急対応、応急復旧対策を策定したもの

図２-２５ 水道管耐震化工事と耐震継手管の構造 図２-２６ 浄水場設備の更新

ⅳ. 施設規模の最適化

具体的な
取り組み

・水道施設規模の最適化促進

これまでの
取組状況

・更新・耐震化工事の際にダウンサイジングを検討し、配水管の口径縮小や配管整理
を実施

評価・分析
・状況に応じたダウンサイジングの実施によって、布設時の費用や中長期的な維持管
理コストを削減することが、今後の経営に重要となります。
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２. 下水道施設の更新・耐震化

ⅰ. 下水道管の更新・耐震化

具体的な
取り組み

・下水道管の長寿命化・耐震化の推進
・下水道管の硫化水素対策の推進

これまでの
取組状況

・平成25年度に策定した佐倉市公共下水道長寿命化計画３７に基づき、千成・新臼井
田地区において下水道管の長寿命化工事を実施
・国土交通省の推進により、平成30年度に佐倉市公共下水道ストックマネジメント計
画を策定し、下水道管更新における基本方針を長寿命化から転換。
当計画に基づく下水道管の点検調査を行い、緊急度の高い箇所を優先して修繕・
改築工事を実施
＜令和4年度末時点＞ 下水道管点検調査進捗率 11.9％
・平成28年度に佐倉市下水道総合地震対策計画３８を策定し、重要幹線（ポンプ場、
避難所等につながる管渠等）の耐震診断と耐震化工事を実施
・流域下水道の接続箇所や中継ポンプ場の出口等、汚水が集中するため硫化水素
の影響が出やすい下水道管について点検を実施

評価・分析 ・今後も、点検調査の緊急度判定に基づく修繕・改築を実施します。

ⅱ. 施設の更新・耐震化

具体的な
取り組み

・施設設備の更新・耐震化

これまでの
取組状況

・平成26年度に行った下水道中継ポンプ場長寿命化基本調査等の内容を踏まえ、
佐倉市公共下水道ストックマネジメント計画に、ポンプ場の機械設備・電気設備の
修繕・改築計画を反映
・佐倉市下水道総合地震対策計画に基づき、中継ポンプ場の耐震診断及び耐震補
強工事を実施

評価・分析
・機械設備・電気設備を今後も適切に維持管理しつつ、中継ポンプ場の建替えを含
めた更新・耐震化事業を進める必要があります。

ⅲ. 計画的な耐震化の促進

具体的な
取り組み

・総合地震対策計画の策定

これまでの
取組状況

・平成28年度に、第１期（平成29年度～令和3年度）５ヵ年計画を策定
・令和3年度に、第２期（令和4年度～令和8年度）５ヵ年計画を策定

評価・分析
・これまでと同様に、佐倉市公共下水道ストックマネジメント計画とともに地震対策計
画を適時適正に見直し、計画的に更新・耐震化を進めます。

ⅳ. 施設規模の最適化

具体的な
取り組み

・下水道施設規模の最適化促進

これまでの
取組状況

・中継ポンプ場の廃止も含めた施設のダウンサイジングについて検討を実施

評価・分析
・下水道施設の最適化は、下水道の基本的役割である「公衆衛生の向上」や「公共用
水域の水質保全」を損なうことのないよう留意した検討が必要です。

３７老朽化した下水道管の計画的な改築及び耐震化等の機能向上を図るための継続的な長寿命化対策を
策定したもの
３８下水道施設の耐震化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせ
た総合的な地震対策を推進するための計画
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３. 災害に強い水道システムの構築

ⅰ. 水道管の配水ブロック化の推進

具体的な
取り組み

・水道管の配水ブロック化３９の推進

これまでの
取組状況

・志津、南部地区に導入している大ブロックをより細分化したブロック化を検討

評価・分析
・配水ブロック化は、現在進める耐震化工事を行う際の検討要素の一つであることか
ら、 今後は「水道管の更新・耐震化」の一環として、取り組みを進めます。

ⅱ. 非常時バックアップ施設の検討

具体的な
取り組み

・非常時バックアップ施設の検討

これまでの
取組状況

・浄水場にＵＰＳ（無停電電源装置）４０や自家発電設備を配備
・災害時の移動式電源として、外部給電機能を備えた電動自動車を導入

評価・分析
・危機管理に関する施策としての側面が強いため、今後は「平時からの備えの充実」
の一環として、災害に備えたバックアップ設備の導入検討を進めます。

３９配水エリアを分割することにより、より効率的な配水系統とするとともに、災害時における被害の
最小限化を図るシステム
４０災害時の停電等、電源障害が発生した場合にも、蓄電しておいたエネルギーを使って、重要設備に
安定した電力を供給する装置

図２-２７ ＵＰＳ 図２-２８ 自家発電機 図２-２９ 電動自動車
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(３) 危機管理
１. 危機管理体制の強化

ⅰ. 平時からの備えの充実

具体的な
取り組み

・水道・下水道事業総合危機管理計画の策定
・災害訓練の実施
・災害用資機材の充実

これまでの
取組状況

・既存計画を集約し、佐倉市上下水道災害基本マニュアル４１を策定
・県と連携し、災害を想定した情報伝達訓練を毎年度実施
・非常時に迅速な対応ができるように、災害訓練や技能研修を毎年度実施
・市内33避難所、計211基の災害用マンホールトイレを設置

評価・分析
・災害等非常時にも水道・下水道サービスを継続して提供するため、マニュアルの適
時見直しや災害訓練など、非常時に備えた日頃の準備が今後も重要です。

ⅱ. 連携体制の強化

具体的な
取り組み

・関係機関や近隣事業体とのネットワークの構築

これまでの
取組状況

・佐倉市上下水道災害対策協力会との協定４２を締結
・停電時における浄水場等自家発電設備用燃料の確保に関する協定を締結
・要請に応じて、富里市や南房総市、福島県いわき市に給水応援隊を派遣

評価・分析 ・今後も関係機関との相互応援体制を強化し、連携体制の充実を図ります。

ⅰ. 非常時給水の確保

具体的な
取り組み

・災害時等における水源確保
・防災井戸の機能維持及び水質管理体制の充実

これまでの
取組状況

・個々の井戸の汲み上げ量を下げることで、受水量増加後も井戸の本数を維持
・毎年度、市内42箇所の防災井戸の保守点検と水質検査を実施

評価・分析
・ライフラインとしての予備水源（井戸）を保有することは、災害等非常時において、
きわめて重要です。今後も井戸の本数維持を含め、応急給水体制の確保に向けた
取り組みを継続します。

４１佐倉市水道事業及び下水道事業における各種災害マニュアルや受援・支援体制、業務継続など、災
害対策に係る基本的事項を集約・共通化したもの
４２災害や緊急事故が発生した際の応急対策業務の活動協力に関し、基本的事項を定めたもの

２. 非常時給水の確保

図２-３０ 訓練・研修の様子 図２-３１ 災害用マンホールトイレ

図２-３２ 協定調印式 図２-３３ 給水応援隊の派遣
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１. 経営基盤の強化

ⅰ. 持続可能な料金・使用料等の確保

具体的な
取り組み

・定期的な経営診断の実施
・滞納整理の強化

これまでの
取組状況

・「佐倉市上下水道ビジョンの策定及び料金等のあり方に関する懇話会」による提言
を受けて、平成29年7月1日より下水道使用料を改定
・「水道料金及び下水道使用料のあり方に関する懇話会」による提言を受けて、令和
4年4月1日より水道料金を改定
・令和2年度に、佐倉市上下水道ビジョンと佐倉市上下水道事業投資・財政計画を
一体化した「佐倉市上下水道事業経営戦略」を策定
・水道事業、下水道事業の財政推計を定期的に更新
・令和4年度から令和5年度にかけて、佐倉市上下水道ビジョンの見直しを実施
・滞納者への給水停止や督促、催告等を定期的に実施

評価・分析
・これまで保有現金の動向や収益状況の推移の詳細な分析のもと、水道料金・下水
道使用料の改定を実施してきました。今後も、財政状況を常に注視し、適時適正な
料金・使用料の見直しを検討します。

ⅱ. 効率的な事業運営の推進と組織力の強化

具体的な
取り組み

・遊休施設の活用
・経費の削減
・情報システム等の利活用
・人材育成と技術継承の推進
・積極的な組織体制づくり

これまでの
取組状況

・浄水場跡地を駐車場事業に活用
・上下水道部公用車を活用した広告事業を展開
・国の補助金制度を活用し、水道施設・下水道施設の修繕や更新・耐震化工事に係
る費用負担を軽減
・「浄水場、中継ポンプ場管理業務の包括委託」等、業務効率化に伴うランニングコ
ストの削減を実現
・会計や施設の維持管理において、最新のシステムを積極的に導入・活用
・各種研修会への職員の派遣や、経験ある職員の再任用雇用を実施
・佐倉市上下水道総合案内センター設立に伴い、これまでの4課体制を見直し、より
業務の実態に即した3課体制へ移行

評価・分析
・厳しい事業環境に対応するため、「効率的な事業運営の推進と組織力の強化」に
向けた多角的な取り組みを今後も実施します。

ⅲ. 適切な資産管理

具体的な
取り組み

・アセットマネジメントの導入及び運用
・遊休施設の活用

これまでの
取組状況

・水道事業においては「佐倉市水道施設耐震化計画」、下水道事業においては「佐倉
市公共下水道ストックマネジメント計画」によって、中長期的な視点から効率的かつ
効果的な資産管理を実施
・上下水道施設の資産情報をデータベース化した固定資産台帳を整理し、施設更新
に伴う影響を加味した財政推計の策定に活用

評価・分析
・適切な資産管理は、適正な水道料金・下水道使用料を導く上で必要不可欠な要素
であるため、今後は「持続可能な料金・使用料等の確保」の一環として、取り組みを
進めます。

(４) 経営
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２. お客様とのコミュニケーションの充実

ⅰ. 広報広聴活動の推進

具体的な
取り組み

・広報、ホームページ等の充実
・定期的なお客様アンケートの実施
・サポーター制度の検討

これまでの
取組状況

・広報紙「佐倉市の上下水道」を年３回（＋臨時号）発行
・女子美術大学との連携でデザインマンホールを制作し、市内６箇所に設置
・マンホールカード４３を作成し、佐倉市立美術館で希望者に配布を開始
・佐倉市内の小学校・中学校に在学する児童・生徒を対象に、水の週間４４ポスター
コンクールを開催
・市民に向けた浄水場見学会や下水道施設バス見学会を開催
・佐倉市上下水道ビジョンの策定・見直しに先立ち、お客様アンケートを実施

評価・分析
・お客様の声の把握や透明性の高い経営の実現のため、今後も広報公聴活動の充
実に努めます。

ⅱ. お客様の利便性向上

具体的な
取り組み

・支払方法の検討
・利便性の高いサービスの推進

これまでの
取組状況

・従来の口座振替、納入通知書、クレジットカードによる支払いに加えて、スマホ決済
（PayPay、LINE Pay）を導入
・佐倉市上下水道総合案内センターを開設し、上下水道に係る連絡・届け出や問い
合わせに包括的に対応
・施設の更新・耐震化の取り組み強化や窓口サービスの効率化のため、３課体制へ
の組織改編を実施

評価・分析 ・今後も継続して、お客様にとって利便性の高いサービスの提供を検討します。

４３マンホールの魅力を楽しく伝えるとともに、下水道への理解・関心を深めるために、下水道広報プ
ラットホーム（ＧＫＰ）が各自治体と発行しているカード
４４水資源の有限性、水の貴重さ及び水資源開発の重要性について国民の関心を高め、理解を深めるこ
とを目的に水循環基本法で定められた「水の日（８月１日）」を初日とする１週間

図２-３６ 総合案内センター風景

図２-３５ デザインマンホール設置個所図２-３４ 広報紙

図２-３７ 上下水道部組織改編（令和３年度）

経営企画課

水道課

下水道課

経営企画課

給排水課

維持管理課

建設課

＜新体制＞＜旧体制＞
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３. 連携による経営改善

ⅰ. 官民連携による経営改善

具体的な
取り組み

・委託業務の拡大等の調査研究
・官民連携手法（導入）の調査研究

これまでの
取組状況

・佐倉市上下水道総合案内センターを開設し、上下水道に係る連絡・届け出や問い
合わせ等の窓口対応業務を民間に委託
・内閣府の民間資金等活用事業推進室によるPPP/PFI４５推進アクションプランの内
容に基づき、佐倉市下水道事業に関するPPP/PFI提案窓口を開設

評価・分析

・これまで、浄水場・中継ポンプ場管理の包括委託や佐倉市上下水道総合案内セン
ターの開設など、委託業務の拡大による効率化とコスト削減に努めてきました。
今後も、水道・下水道に係る公の責務を果たしつつ、民間活力の事業運営への活
用可能性を検討します。

ⅱ. 広域連携の調査研究

具体的な
取り組み

・システムの共同発注の調査研究
・事業統合に向けた調査研究

これまでの
取組状況

・印旛地域末端給水事業統合研究会４６を設置し、印旛地域における末端水道事業
体の事業統合について包括的な検討を実施
広域化によるスケールメリットは期待されるものの、各事業体間の財政的・技術的
格差が大きく、現段階での事業統合は困難と結論

評価・分析
・事業統合という最終目標の実現には、「各事業体間の格差調整」という非常に難し
い課題が存在することが浮き彫りとなりました。今後は、業務の共同化など、比較
的実現可能性の高い広域化の形態を目標に据え、調査研究を進めます。

４５Public Private Partnership、Private Finance Initiativeの略。ＰＰＰは、官民が連携して公共
サービスの提供を行うことにより、行政サービスの向上、業務効率化や財政資金の効率的使用等を図
ろうとする考え方。ＰＦＩは、ＰＰＰの代表的な手法のひとつで、民間の資金とノウハウを活用して、
公共施設などの設計、建設、整備や維持管理および運営を行う。
４６印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業部が事務局となり、平成３０年度から令和２年度にかけて
設置した研究会
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